
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 170 男女共同参画講座事業
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 02 総務費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

41 あらゆる場に男女がともに参画する社会をつくる
項 01 総務管理費

男女共同参画講演会の開催 回
目標 ― 目標 1

1 1
目 19 男女共同参画費 実績 1 実績 1

施　策 2 男女の人権の尊重
細目 101 男女共同参画推進経費 目標 ― 目標

細々目 03 男女共同参画講座事業経費 実績 実績

基本計画該当頁 155 行革大綱の重点事項番号 目標 ― 目標

担当部課
コード ６０２１００ 評価者

氏　名
奥永悦子 連絡先

59 - 2152 実績 実績

名称 島ヶ原人権政策推進室 (内線)

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

支所管内の市民 社会の構成員として認め合い、男女が共同して社会に参画するこ
とについて理解が深まる。

男女共同参画講演会の参加者数
学習機会の多い人ほど高い認識を有するこ
とから、これを指標とする。

人
目標 ー 目標 150

150 170
実績 100 実績 120

会場でのアンケート結果
関心を持つことが正しい理解へとつながるこ
とから、満足した人の割合を指標とする。

％
目標 ― 目標 ―

75 85
実績 ― 実績 66

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等

開始年度 平成 17 年度
関連事業

評価

本
年
度
事
業
内
容

終了
・男女共同参画講演会を実施した。
　　家庭、地域。職場などで、固定的な男女の役割を見直し、性
　別にとらわれることなく生きることについて考える場とした。

年度年度 平成

状
況
変
化
等

　アンケートには、家庭や地域における生活のあり方を見
直そうとする意見が多く寄せられ、学習すること、行動する
ことが大事であるという意識の変化が見られた。

必要性

評価項目

4

ポイント 評価項目についてのコメント
男女が個性と能力が認められ活躍する地域づくりの必要性を啓発する上で、多くの市民がつどい共に学びあう場、考えあ
う場となる講演会は意義がある。

有効性 3
参加者から、男女の性差にとらわれない個性と能力がが認められる社会をつくること、学習することの必要性を感じたとい
う感想が多く寄せられた。
参加者の男女比や年齢層に偏りがあり、情報提供や参加したいと思うテーマなどの工夫が必要である。

達成度 4
年度内に計画していた事業はすべて予定どおり実施できた。

効率性 4
最低限の経費で実施しているため、コスト削減の余地はない。整

1

備内容

建設用地

運営体制

1 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人

Ａ

総合評価

現状維持

事業の方向性

あらゆる機会をとおして男女共同参画社会に対する関心をおこし、学習しようとする意欲を高める。
アンケートにより参加者の意識を把握し、内容を工夫する。

改善についての取り組み

3
4
年間運営費
市内の類似施設

千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算内容
金  額 事 業 内 容

平成１８
数量
年度 決算

金  額
内容

事 業 内 容
平成１９

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２０

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２１

数量
年度 計画

金  額
内容 平成２２

事 業 内 容 数量
年度 計画

金  額
内容

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
報償費 53 報償費 50 報償費 50 報償費 50 報償費 50 報償費 50
需用費 1 需用費 3 需用費 3 需用費 3 需用費 3 需用費 3

工事

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 54 事業費計(A) 　 Σ 53 事業費計(A) 　 Σ 53 事業費計(A) 　 Σ 53 事業費計(A) 　 Σ 53 事業費計(A) 　 Σ 53

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.3 人 2,160 人件費（Ｂ） 0.3 人 2,160 人件費（Ｂ） 0.3 人 2,160 人件費（Ｂ） 0.3 人 2,160 人件費（Ｂ） 0.3 人 2,160

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 3,654 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 54 53 53 53 53 53

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 54 53 53 53 53 53
計 54 53 53 53 53 53

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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